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1.　はじめに
　本研究は、初年次教育
1）
の一環として行われている文章表現クラスにおける学業的援助要請に
ついて、要請を受ける側である教員に着目し、その認識を明らかにするものである。学業的援助
要請とは、学習の過程において、課題を解決させるために他者に助言を求めたり、質問したりす
る学習方略である（野崎2003）。
　初年次教育は、基礎学力、学習に対する動機づけ及び授業への取り組み方に個人差のある多様
な新入生たちを速やかに大学生活に移行させるためのものである（藤田2006）。言わば、大学に
おける学びの基盤づくりであり、必然的にその質保証が重要となってくる。しかしながら、全学
を対象とした共通教育として行われる初年次教育においては、責任体制すら不明確になりがちで
あり、専門分野別参照基準
2）
の策定が進む中、その質保証は置き去りにされる危険性を孕んでい
るという（高橋2014）。
　では、一授業担当者としてどのように初年次教育の質保証に貢献することができるだろうか。
その方法の一つが、同一科目を担当する教員の協働による授業の質向上である。特に授業を選択
制ではなくクラス授業として一方的に割り当てるような場合には、学生側からすれば、担当者に
よる授業内容や成績評価の「当たり、外れ」は切実な問題となる（藤田2006）。学生たちはクラ
スや学科、学部を超えて縦横の繋がりを持っている。そのため、担当者間で教育や学習に関する
認識がずれていると、学生に不公平感を与えてしまい、無用な混乱と不安を引き起こしてしまう
（安永2010）。それを避けるためにも、担当者間で認識を共有しながら授業の改善に取り組む必
要がある。授業担当者の深い内省、さらに担当者間での透明性の高い情報共有による授業改善こ
そが、教育現場における質保証を支えるために不可欠な要素ではないだろうか。
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　本研究の対象クラスでは、学習項目やスケジュール、評価方法は全クラス統一である。一方で、
学生との直接的な接触場面である学業的援助要請への対応については、各教員の裁量に任されて
いるというのが現状である。そのため、複数の教員が学業的援助要請への対応に関する共通認識
を持った上でより良い対応、延いては授業改善を行うための第一段階として、これまでの教育実
践に基づく教員の認識を考察していく。
2.　先行研究
　学業的援助要請には、次のような効果があると言われている。まず、メタ認知を獲得する効果
である。三宮（2008）ではヴィゴツキーの発達の最近接領域理論を背景とした上で、学習方略
としての他者への援助要請には、つまずきの一時的な解消のみならず、自己制御・自己調整的な
力を獲得する効果が期待できると述べられている。次に、批判的思考力を育成する効果である。
問いを発する際に、ある考えを無批判に受け入れるのではなく、より深く考え、適切に理解する
きっかけになるためである（道田2011）。そして、授業を活性化する効果である。個人の疑問が
教員や他の学生との間で共有され、授業における生産的な議論の生起や相互の理解が促されるこ
とから、授業中に学生が質問することは意義のある学習活動であると言われている（藤井・山口
2003）。このように、学業的援助要請には学習上様々な効果があることから、従来の研究ではそ
の生起に注目が集まり、いかに要請を促すかといった検討がなされてきた。
　一方で、学業的援助要請に対する否定的な見方もある。学業的援助要請は他者に対する依存を
促進する可能性があり（三宮2008）、その場しのぎの解決策として有効であるとの誤った認識を
抱き、自分ではあまり考えずに答えを要請することも予想されるという（瀬尾2007）。そのため、
学業的援助要請は無条件に望ましい行動であるとは言えず、単に数が多ければよいという訳では
ないことから、その質についても考慮する必要があると言われている（永井2013）。
　日本国内で学ぶ大学生の質問行動については、藤井・山口（2003）において、授業中と授業
外という状況の違いにより学生の質問行動には違いがあり、学生は質問がある場合でも、授業中
には自発的に質問せず授業時間外に個人的に質問することを好む傾向があることが明らかになっ
ている。加えて、学生が授業中に質問しない理由として、（1）他の学生のまなざしを気にかけ
るため、（2）自分の能力が露見するのを懸念するため、（3）授業状況の雰囲気を気にかけるため、
の3点が挙げられている。藤井・山口の研究により得られた知見は、教育現場においてどのよう
に学業的援助要請を促し、授業を活性化させるかを考える上での手掛かりとなるものである。
　以上のように、学生の質問行動についてはその実態の一部が明らかになっているものの、授業
は教員と学生が相互に何らかの影響を及ぼし合いながら成立するものであるため、学生側の実態
を把握するだけでは不十分であると考えられる。しかしながら、日本国内で学ぶ大学生の学業的
援助要請について、要請を受ける側である教員の視点から捉えようとしている研究は、管見の限
り見当たらない。そこで、本研究では、学生の学業的援助要請に関する教員の内省を分析するこ
とにより、教員側の認識を明らかにする。更に、同一科目を担当する複数の教員がKJ法を用い
て協働で授業の振り返りを行ったことにより、教員にどのような気づきがあったのかを記述する。
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3.　研究方法
3.1　授業の概要
　本授業「日本語リテラシー」の目的は、大学生として相応しい文章を書くための基本と批判的
思考・論理的思考の基礎を身につけることである。1年次の進級要件科目の1つであり、2016年
度3学期
3）
から現体制・現シラバスでの授業が実施されている。2017年度は約2100名を4学期
44クラスに分け、7名
4）
の教員が授業を担当している。また、教育の手法は文章を書く過程に重
点を置くプロセス・アプローチであり、テキストは全クラスで共通教材（宇野・藤浦2016）を
使用している。学生は自分の興味関心に基づき自由にテーマを設定し、1学期間全8回（90分／回）
の授業を通して2000～ 2500字程度のレポートを完成させる。各回の授業内容と課題は表1の通
りである。
表1：「日本語リテラシー」全8回の授業内容と課題
授業内容 課題
第1回
ガイダンス、テーマに関するブレインストーミング、資
料収集方法
テーマの背景情報に関する資料収集
第2回
資料の整理、テーマの絞り込み、表現練習①（文末スタ
イル）
テーマを掘り下げるための資料収集
第3回
定義の書き方、見本レポートの分析、表現練習②（縮約・
省略、文末表現）
キーワードの定義執筆
第4回
タイトルの付け方、アウトラインの書き方、参考文献リ
ストの書き方、表現練習③（副詞）
アウトライン執筆
第5回
アウトラインの相互評価、メールの書き方、表現練習④
（連用中止形）・⑤（接続詞）
メール作成練習
文章診断システム
5）
を使う練習
第6回
教員からのアウトライン評価返却、アウトライン修正、
引用の仕方、表現練習⑥（呼応）
第一稿執筆
第7回
第一稿のピア・レスポンスと自己評価、表現練習⑦（レ
ポート・論文で使う便利な表現）
第二稿執筆
第8回
第二稿の輪読とコメント交換、第二稿の自己評価、教員
からの第二稿ルーブリック評価返却
最終稿執筆
3.2　KJ法
　本研究では、構造構成主義に基づき、KJ法（1986年バージョン、グループKJ法）を用いて
学生の学業的援助要請に関する教員の認識を明らかにした。KJ法とは、文化人類学者である川
喜田二郎によって考案された「データをして語らしめて、よりよき判断を渾沌の中から取り出す
方法」（川喜田1986）であり、「データのグループ分け、図解、叙述化のプロセスで、研究者は
主観を積極的に活用することで新たな発想や仮説を生み出すことができる」（田中2010）と言わ
れている。文化人類学以外にも、看護学や心理学、教育学における質的研究、ワークショップや
企業での研修等、幅広い分野・用途で使われていることから、汎用性の高い分析手法であると言
える。科学性については、研究の対象とする現象を構造化することで再現可能性や予測可能性と
いった広義の科学性が担保され、その構造を継承したり、他の領域、テーマ、現象に転用したり
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することが可能となる（西條2005）。
　教育の分野において授業者である教員自身が行うKJ法は、分析の過程で日頃の教室内での学
生の様子を把握している授業者ならではの気づきが得られるという利点があり、自身の授業活動
を振り返る場合等に適していると言われている（中西2011）。そのため、本研究ではKJ法を採
用することとした。
3.2.1　ラベルづくり
　授業を担当した6名の教員が2016年度3学期から2017年度2学期までの実践を振り返り、個
別に内省を行った。各教員の教育歴
6）
は10～ 20年、専門は5名が日本語教育、1名が言語学及
び外国語教授法である。ラベルの作成にあたっては、「本授業における学生からの学業的援助要
請」というテーマで自由に発想し、「各一枚のラベルが、ひとつの『志』を持つように」（川喜田
1986）留意しながら名刺サイズのラベルを作成した。
3.2.2　グループ編成と表札づくり
　2017年8月に都内にある大学内の教室において、ラベル作成者の内の5名が（1）ラベル配り、（2）
内容の消化、（3）土俵づくり、（4）ラベル集めという手順で154のラベルのグループ編成を行った。
その後、各グループに属するラベルの内容を要約し、グループごとに1つの「表札」を作成した。
　　　
3.2.3　A型図解化とB型文章化
　表札作成後、表札とラベルの空間配置を行った。空間配置とは、「どういう空間的配置をとれ
ば、意味の上で最も判りよい相互関係の配置図をなすか、それを探って空間的に配置する作業」
（川喜田1986）である。表札・ラベル間の関係性を検討しながら納得のいくまで移動と配置を繰
り返し、配置を決定した。その後、関係線を記入して表札・ラベル間の関連づけを行い、図解化
した（A型図解化）。最後に、完成した図の文章化を行った（B型文章化）。
3.3　KJ法の振り返り
　3.2で述べた通り、教員がKJ法を行う利点の1つは、授業者ならではの気づきが得られること
である。そのため、KJ法の全過程を終えた後、分析の過程でどのような気づきがあったのかを
各教員が個別に内省し、文字化した。そして、類似性の高い気づきをグループ化した。
4.　結果と考察
4.1　KJ法の結果と考察
4.1.1　全体像
　「本授業における学生からの学業的援助要請」というテーマに基づく教員の内省をKJ法によ
り分析した結果、教員は（1）【教員が期待する学生の姿】とは相反する【教員への依存的態度】
が見られるという認識、（2）それらが【教員のジレンマ】に繋がっているという認識、（3）【教
員のジレンマ】もまた、【教員への依存的態度】に影響を及ぼしているという認識を持っている
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ことが明らかになった。紙幅の都合により、ここではより高次元の表札と表札に含まれるラベル
数（括弧内の数字）のみをインデックス図解として図1に示し、細部図解はB型文章化の結果と
ともに別項に示すこととする（図2、図3、図4）。図解化において使用した関係線の意味は、表
2の通りである。
A  B  
A  B  
A   B  
A B  
 
 A B C  
A B  
A B 
C 
＞―＜
関係線 意　味
表2：A型図解化における関係線の意味（川喜田1986：135-136より一部抜粋）
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4.1.2　教員への依存的態度
　図2は、4.1.1の図1内「教員への依存的態度」についての細部図解である。教員は、学業的援
助要請における学生たちの態度に依存的な傾向があると感じている。そのように感じる要因は、
以下の3つに大別できる。
　1つ目の要因は、レポート作成の過程で学生が抱える様々な不安である。その不安は、自分の
能力に対する自信のなさや、本授業が進級要件科目であるために成績を過剰に気にする心理によ
るものであろう。授業時間内に他の学生の前で質問するのではなく、一つ一つの課題について授
業後に個別の対応を求めてくる場合が多いというのも、学生が抱える不安の表れではないかと考
えられる。
　2つ目の要因は、レポート作成に不可欠なデジタルスキルの不足である。本授業では、情報収集・
文章作成・課題提出は全てコンピュータ（以下、PC）等を使って行うことが求められる。しか
しながら、実際には大学で初めてPCの使い方を学んだという学生もおり、教員の予想に反して、
PCが苦手な学生が多いようである。PCの使い方を学んだことがある学生であっても、デジタル
スキルが十分に身についていないために、Microsoft Word等の文書作成ソフトの基本操作や文
章診断システム（Sentence Achievement & Improvement, SAI）の操作、大学の学修支援シス
テム（Learning Management System, LMS）の使用においてつまずき、教員を頼るのではな
いだろうか。
　3つ目の要因は、甘えである。一例として、指定座席をきちんと確認していない場合や課題の
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図2：【教員への依存的態度】の細部図解
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提出期限に遅れてしまいそうな場合に、当然自分で対処すべきことであるにもかかわらず、教員
に尋ねてくる学生がいる。中には、教員との上手な距離の取り方がまだわかっていないためか、
フレンドリーな態度や大学生らしくない態度から感じる学生の幼さに教員は戸惑いを感じる場合
がある。
　以上のように、学生の抱える不安やデジタルスキルの不足、甘え等が依存的な態度に繋がって
いると教員は考えている。そのような依存的態度が高じて、質問する準備ができておらず、何を
質問していいのかもわからない状態でとりあえず教員のところに来るといった、過度に受け身の
態度が見られる学生もいる。また、自分で考える前に何でも教員に決めてもらおうという意識が
感じられる学生も少なくない。個々のケースは様々であるが、いずれにせよ質問に来るのは常連
の学生である場合が多く、そのような学生は今後の大学生活において自律的にレポートを書いて
いくことができるのかと心配になることがある。
4.1.3　教員が期待する学生の姿
　図3は、4.1.1の図1内「教員が期待する学生の姿」についての細部図解である。教員は、学生
に当事者意識を持って授業に取り組み、学んでほしいと考えている。ここで言う当事者意識とは、
学びの主体としての自覚を持ち、遭遇する種々雑多な問題を自分のこととして捉え、自力で解決
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図3：【教員が期待する学生の姿】の細部図解
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しようとする意識のことである。その中には、課題提出期限を守ることや欠席回数の把握等の基
本的な自己管理のレベルから、一本のレポートを完成させるまでのプロセスの中でいかに課題を
遂行しきるかというレベルのものまで含まれている。そのような当事者意識を持った上で、疑問
を持ったり困難にぶつかったりした際には、まずは自分で必要な判断をしたり考えたりすること
を教員は期待している。つまり、教員に問題の解決を丸投げするのではなく、自分にとって何が
問題で、どこまではわかっているが、どこからはわからないか等を吟味したり、問題を解決する
方法を自ら見つける努力をしたりしてほしいということである。加えて、その問題が自力で解決
できそうか、他者の助けが必要かを慎重に検討することも望まれる。そのようないくつかの段階
を経た上で教員に質問する場合には、自分が聞きたいことや知りたいことが相手にきちんと伝わ
るよう、質問の仕方や質問をするタイミングをよく考えてほしいと思っている。
　また、課題遂行や問題解決においては教員だけを学習リソースとするのではなく、教員以外の
学習リソースにも目を向け、クラスメート、テキスト、図書館、インターネット、その他の情報
収集方法等を存分に活用することも教員が学生に期待することである。
4.1.4　教員のジレンマ
　図4は、4.1.1の図1内「教員のジレンマ」についての細部図解である。学生の質問に対しては、
教員はネガティブにもポジティブにも捉えている。否定的な見方としては、個別的な質問をする
学生の多さに対応しきれないことや、PCやインターネットに関する技術的な質問に答えようと
する際に教員自身もスキル不足を感じてしまうこと、プライバシー性の高い個人的な情報を打ち
明けられるような内容の質問にいかに配慮すべきか心配になること等から、負担を感じている。
一方、肯定的な見方としては、学生の積極的な行動を評価し、嬉しさを感じ、基本的には質問し
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学生からの質問に配慮し、問題を解決す
るために取られた事前措置や工夫を行っ
ているが、一方で助け過ぎているのでは
ないかという葛藤が見られる。
え
図4：【教員のジレンマ】の細部図解
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やすい雰囲気を作りたいと考えている。そして、質問に対して可能な限り丁寧に対応したいとい
う意識が見られる。このようなジレンマを抱えながら、教員は学生からの質問をヒントに授業を
改善しようと工夫し、いかにすればより良い対応ができるか、試行錯誤を繰り返している。
　また、同じ質問が相次いでしまった反省や、質問したい学生が多い場合に対応する時間が十分
に取れない等の物理的条件への配慮、質問に来ない学生のことも想定し、対応をしようとしてい
る。質問に来ない学生の中には、本来は相談に来て何らかの助言を得る必要があるのではないか
と思われる学生もいれば、個人の性格や時間割の都合、また、留学生の場合には日本語能力が十
分でない等の各学生の様々な事情によって質問に来ることができない学生もいるのではないかと
教員は考えている。
　このように、教員は様々な思いを抱えながら授業をより良いものにしようと試みている。しか
しながら、その授業の工夫や学生への対応が過剰ではないか、学生が自分の力で考える機会を奪っ
てしまってはいないか等、自分自身の行動を振り返り、葛藤を感じている姿が見られる。
4.2　グループKJ法を通して得た気づき
　同一科目を担当する複数の教員が協働し、これまでの実践を振り返ったことにより、4.1で述
べたような教員の認識が明らかになった。ここでは、今回のKJ法を用いた振り返りを通して、
教員がどのような気づきを得たのかを考察していく。
4.2.1　他者の教育方法との差異
　教員間の協働による振り返りを通し、学生との向き合い方には、自らの実践以外にも様々な対
応の仕方や方法があることを知り、関わっている担当者同士で共有することの意義を体験的に知
ることができた。
　例えば、LMSやPC関連の疑問・トラブルは学生自身が自力で解決するのが当然だという意識
を持つ教員がいる一方で、初年次教育の一科目であるという理由から、LMSやPCについてもで
きる限りサポートをしようとする教員もいた。また、学生が資料を収集する際、インターネット
検索で入手できない場合に学生にどこまでの行動（例えば、関係機関への問い合わせや訪問等）
を期待するのかについても教員によって意識の違いがあることがわかった。
　このように、KJ法を協働で行うことにより、それぞれの教員が持つ教育観や学習観の違いと、
それらが反映された教育方法の違いが浮き彫りとなった。質保証という観点からも、本授業にお
いては教員としてどこまでサポートするのか、学生にどこまで期待するのかについて、具体的に
議論する機会を継続的に設け、協働で授業改善に取り組んでいくことが重要である。
4.2.2　自らの実践を批判的に捉える視点
　協働での振り返りの中で他者の教育方法との差異を知ることは、自らの実践を批判的に捉える
きっかけとなった。
　例えば、ある教員は授業の中で起こり得るトラブルを事前に想定し、先取りして学生に情報を
与えるという方法で対応していた。その結果、学生からの質問は減ってきていたが、今回のKJ
法を通して他の教員の教育方法を知ったことで、自分の教育方法を批判的に捉え、学生が成長す
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るチャンスを奪ってしまっている場合があるのではないか、学生の教員依存を促進してしまって
いるのではないかと考えるようになった。
　教員が自らの実践を批判的に捉え直したことにより、今後は、これまでとは違った方向からの
授業改善が行われていくであろう。単に他の教員との足並みを揃え、授業内容を統一していくと
いうことではなく、教員自身が納得した上で他者の実践から学び、授業改善に取り組んでいくこ
とが可能となる点もまた、協働で振り返りを行う意義ではないだろうか。
4.2.3　各教育現場に合った振り返りの手法
　今回の振り返りでは、KJ法を用いたことにより、それぞれの教員が持つ問題意識や情報が効
率的に共有された。これまでは個人で振り返りを行い、学生の戸惑いやミス、誤解の原因となっ
ていると思われる点をどう改善できるかを一人で考えることが多かった。他の教員とも休み時間
等に多少の意見交換は行っていたものの、担当する授業時間が異なる等の事情により、全教員で
の振り返りは簡単ではなかった。しかし、学業的援助要請にフォーカスした上で各教員が内省を
文字化して共有し、ラベルの空間配置等の作業をともに行うことにより、比較的短い時間で多く
の問題意識や情報を効率的に共有することができたのではないだろうか。
　教育現場によって環境や事情は異なり、授業改善の方法も様々である。各現場に合った振り返
りの手法を模索していくこともまた、教員間の協働や質保証という観点から不可欠なことである
と言える。
5.　まとめと今後の課題
　本研究では、文章表現クラスにおける学業的援助要請に関して、授業を担当する６名の教員の
内省をKJ法により質的に分析した。その結果、【教員への依存的態度】、【教員が期待する学生
の姿】、【教員のジレンマ】という３つの概念を中心とした教員の認識が明らかとなった。また、
同一科目を担当する複数の教員がKJ法を用いて協働で授業の振り返りを行ったことにより、他
者の教育方法との差異や自らの実践の批判的な捉え直し、各教育現場に合った振り返りの手法を
模索していくことの大切さへの気づきが得られたことが示された。本研究の結果を受け、質保証
に向けた今後の授業改善においては次のような点を考慮すべきではないかと考えられる。
　まず、教員が持つ問題意識として挙げられた学生の依存的態度を自律的な態度へと移行させ、
より深い学びが実現するよう働きかける必要がある。その際、学生に対してどの程度の自律性を
求め、どの程度のサポートを提供するのか、教員間で共通認識を持つことが肝要である。どのク
ラスになっても同程度のサポートを得られるようにすることで、ある程度の均質性が担保される
と考えられるためである。
　次に、授業回数が8回しかないことを考慮すると、教員が学生に対してどのような姿を期待し
ているのかを早い段階で明示的に伝えたほうがよいであろう。教員が特に重視しているのは、（1）
当事者意識を持つこと、（2）自分で判断し、問題を解決する方法を自ら見つけること、（3）他
者の助けが必要な場合には、相手にきちんと伝わるようなコミュニケーションができること、（4）
課題遂行や問題解決のために、様々な方法で情報収集ができるようになることである。これらを
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明確に示し、どのような姿が期待されているのか、学生自身に自覚を持ってもらう必要がある。
　先述した通り、本研究は複数の教員が学業的援助要請への対応に関する共通認識を持つための
第一段階である。学業的援助要請に関する教員の認識が明らかになり、問題意識やクラスの現状
等が教員間で共有されたが、学生への望ましい対応を具体的に検討するためには、実際にどのよ
うな要請があるのかを調査する必要がある。よって、文章表現クラスにおける学業的援助要請の
内容とその質を明らかにした上で、具体的な対応方法について教員間で協議していくことを今後
の課題とする。全学共通初年次教育の質保証に向け、複数の教員が協働で試行錯誤しながら授業
改善を続けていく必要があるだろう。
注
 1）  高等学校や他大学からの円滑な移行を図り、学習及び人格的な成長に向け、大学での学問的・社会的な
諸経験を成功させるべく、主に新入生を対象に総合的につくられた教育プログラムである（中央教育審
議会2008）。
 2）  2008年に文部科学省高等教育局長から依頼を受けた日本学術会議が「大学教育の分野別質保証委員会」
を設置し、審議を進めている（日本学術会議2010）。
 3）  1年を4学期に分けて授業を実施するクォーター制を導入している。
 4）  7名の内、1・2学期に6名が担当し、3・4学期に内1名が交替した上で6名が授業を担当している。本
研究においてKJ法のラベルづくりを行ったのは、前期に担当した6名全員である。
 5）  株式会社ザ・ネットが提供するオンラインのサービスであり、文章における文末スタイル、一文の長さ、
品詞の使い方、話し言葉の使用等を診断し、点数化するシステムである。学生は自分が書いた文章（第
一稿・第二稿・最終稿）を本システムで診断し、修正した上で提出することになっている。
 6）  教育機関や担当科目に関わらず、教員あるいは教師等の立場で教育に携わった年数である。
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